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Ⅰ はじめに
大量破壊兵器（以下、WMD）の運搬手段となり得る大陸間弾道ミサイ
ル（以下、
(１)
ICBM）の拡散が進んでいる。現在500㎏以上の搭載物を射程距
離300㎞に運搬できる ICBM およびロケット技術の保有国は20
(２)
か国に及
459
(１) ミサイルの中でもWMDの運搬手段になる得るミサイルには弾道ミサイルと
巡航ミサイルの２種類があるが、WMD不拡散という文脈で検討されるのは主に
前者である。弾道ミサイルは打上げ初期にロケットで推進され、その間おもに慣性
誘導により目標への自由弾道飛翔経路に乗り、残余の大部分は自由弾道経路を超音
速で飛行する。一方、巡航ミサイルはジェットエンジンのような自蔵の推進システ
ムを継続的に作動させ、翼の揚力により大気中を比較的低速で飛行するためその命
中精度は非常に高い。岩田修一郎「第七章 弾道ミサイルの拡散と規制」納家正嗣
梅本哲也編『大量破壊兵器不拡散の国際政治学』（有信堂、2000年）173頁。
ぶ。米国は1960年代からWMDと ICBM との同時使用が脅威となること
を認識していたが、旧ソ連は途上国に軍事援助や技術指導を行ったため、
旧ソ連製のスカッド・ミサイルが第３世界の途上国へ拡散する問題は冷戦
終了前から存在して
(３)
いた。しかし実際に国際社会の平和と安全に対する脅
威として ICBM 拡散問題が広く認識されたのは、1990年代後半に相次い
だ ICBM 打上げ
(４)
実験であり、特に1998年８月31日に強行された、核兵器
保有疑惑のある北朝鮮によるミサイル打上げ実験である。当時北朝鮮はこ
の打上げを「人工衛星の打上げ」として宇宙空間自由の
(５)
原則を謳い、自国
の新体制発足と建国50周年を祝賀する目的を果た
(６)
したが、国連安保理決議
15
(７)
40号の採択を以て ICBM 不拡散強化の必要性を浮き彫りに
(８)
した。
第２次世界大戦後、条約に基づくWMD不拡散体制が整う一方、
ICBM 不拡散は条約交渉さえ行われてこなかった。旧ソ連崩壊後に
(２) ブラジル、中国、エジプト、フランス、インド、イラン、イラク、イスラエ
ル、イタリア、日本、リビア、北朝鮮、パキスタン、ロシア、韓国、スペイン、シ
リア、ウクライナ、英国、米国。FAS, Weapons of Mass Destruction, “MTCR
 
Annex Handbook,” at  http://www.fas.org/nuke/control/mtcr/text/mtcr
 
handbook.pdf(as of20November2011).
(３) 弾道ミサイル拡散先となった途上国は、アフガニスタン、エジプト、イラク、
リビア、北朝鮮、シリア、イエメンである。OTA, Technologies Underlying
 
Weapons of Mass Destruction,p.217,at http://www.fas.org/spp/starwars/ota/
934407.pdf(as of22November2011).
(４) 1998年４月（パキスタン）、７月（イラン）、８月（北朝鮮）、1999年４月（イ
ンド、パキスタン）に ICBM 発射が実施された。
(５) ?（宇宙空間の）探査と利用は、すべての国の利益のために全人類に認められる
活動分野であり、すべての国が無差別かつ平等の基礎に立ち、かつ国際法に従って
行うことができる。」宇宙条約第１条。
(６) 道下徳成「第八章 朝鮮半島における大量破壊兵器問題」納家『前掲書』（注
１）203頁。
(７) UN Res.S/RES/1540,28April2004.
(８) WMDおよび ICBM の拡散を防止するため、国内管理を主軸とした効果的措
置を取るよう加盟国に求める一方、同決議が現存するWMD不拡散体制下の加盟
国の権利義務と抵触する解釈をしてはならないことを確認した。
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ICBM 技術が拡散したと思われる国家のうち、その後も ICBM の保有に
執着する国々はWMDの拡散についても懸念されて
(９)
いる。それなのにな
ぜ ICBM 自体の拡散は懸念されてこなかったのか。その主な理由として、
① ICBM は運搬手段であってそれ自体はWMDではない、②1950年代か
ら1970年代まで唯一宇宙活動国であった米ロ（ソ）が宇宙空間平和利用の
名のもと ICBM 実験とロケット打上げ実験との違いを曖昧にし続けた、
③ ICBM がWMDと比べて、忌むべき兵器であるという認識が醸成して
こなか
(10)
った、などが考えられる。
しかし、ICBM 不拡散条約の不存在、ICBM 保有国および宇宙活動国
の増加、さらに核不拡散条約（以下、
(11)
NPT）非締約国による ICMB打上
げ実験の継続という状況から、現存する ICBM 不拡散レジームの実効性
を問うことは重要である。本稿では、ICBM 拡散防止へのこれまでの法
的努力と課題（Ⅱ）および現存する ICBM 不拡散レジームの構成要素の
実効性について（Ⅲ）、検証をはじめとする履行確保制度の視点から考察
する。その際、政治的要素を考慮することを予め断っておく。軍縮・軍備
管理法が主に検討するのは安全保障という法的性質というよりは政治的な
概念であるため、軍備管理協定に関する交渉およびそれらの解釈や適用に
とって国家間における政治的関係は国際法の他の分野より重要になってく
るからで
(12)
ある。
(９) 岩田「前掲論文」（注１）169頁。
(10) ?（要約）例えば生物・化学兵器はその不拡散条約の成立以前に戦時における使
用が禁止されており、それらが忌むべき兵器であるという認識が広く共有され、ま
た核兵器は抑止力という効能からその使用こそ禁止されていないがそれ自体は忌む
べき兵器と認識されているのに、ICBM の使用が忌むべきものであるという意識
が醸成されていないのである」浅田正彦「ミサイル関連の輸出管理レジーム」浅田
正彦編『兵器の拡散防止と輸出管理―制度と実践―』（有信堂、2004年）77-78頁。
(11) Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, 1 July 1968, 729
United Nations Treaty Series 161.
(12) DEN DEKKER,G.,The Law of Arms Control : International Supervision
 
and Enforcement (Martinus Nijhoff Publishers,2001),p.5.
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Ⅱ ICBM 拡散防止の法的努力と課題―検証の視点より―
検証とは、法の基本的な要素である妥当性（validity）と実効性（effi-
cacy,effectiveness）のうち後者に関係し、ある法が実際に遵守されている
かどうかを確保するための中心的な措置で
(13)
ある。1946年第17回国連総会で
設置された原子力委
(14)
員会において初めて国際管理の
(15)
概念が示され、より組
織的アプローチの必
(16)
要性から1957年に国際原子力機関（IAEA）が設立さ
れると、検証措置が検討されるようになった。伝統的な国際法では、法の
実効性の問題は違反の事前ではなく、違反の事後的措置が中心であり、国
家責任の発生、損害賠償、原状回復、陳謝などの制度が整えられていた
が、軍縮の分野においては違反の事前防止措置に重点を置く検証制度が発
展
(17)
した。その理由として、①WMD拡散が国家の安全保障の根幹にかか
わるものである、②違反の影響は取り返しのつかないものとなる場合があ
る、③違反を前提とする伝統的な国際法の事後的救済では意味がない、な
どが挙げられ
(18)
よう。
もし将来的に ICBM 不拡散の条約化が実現したとしても、条約の実効
(13) 黒沢満「国際条約と検証」『アジア地域の安全保障と原子力平和利用～地域構
想特別委員会・第３次報告書』（原子燃料政策研究会、2000年）。See,http://www.
cnfc.or.jp/j/proposal/asia00/kurosawa.html(as of18November2011).
(14) UN Res.A/RES/1(1),“Establishment of a Commission to Deal With the
 
Problems Raised by the Discovery of Atomic Energy,”2(a),p.9.
(15) ?国際コントロールとは、『多数国間において統一的に充足すべき事務(service
 
public international）を処理するために設定された国際法上の義務・基準の名宛
国による履行を確保することを目的とする、多辺的な国際制度による監視・指導行
為』である」黒沢「前掲論文」（注13）。
(16) “A Report on the International Control of Atomic Energy,”Press Release,
US Department of State Publication2498,16March1946,at http://honors.umd.
edu/HONR269J/archive/AchesonLilienthal.html(as of28September2007).
(17) 黒沢「前掲論文」（注13）。
(18) 黒沢「前掲論文」（注13）。
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性は検証制度が機能するかどうかにかかってくる。このため、これまでの
拡散防止の法的努力と課題について、宇宙条約との関係（１）および
ICBM の削減・制限への米ロ２国間アプローチ（２）を検証制度の視点
から考察する。
１ 宇宙条約との関係
ロケット技術は ICBM 技術と変わらない軍民両用の性質であるが、
1967年宇宙
(19)
条約第１条において、すべての国家に宇宙空間へ自由にアクセ
スする権利が認められている。同条によると、どの国も他国の許可を得る
必要もなく、また他国によるなんらの妨害も受けずに自由に宇宙活動を行
う権利があり、逆に、たとえ自国の領空を通るものであれ、他国が打ち上
げた宇宙物体に対して、宇宙空間の利用を妨害もしくは否認するような方
法で管轄権その他の実力措置を及ぼすことが禁止さ
(20)
れる。この権利に基づ
き、すべての国家がロケット打上げを実行できるのだが、それが ICBM
実験かどうかを技術的に他国が判断するのは難
(21)
しい。それなのになぜ宇宙
条約において ICBM 拡散防止が図られなかったのだろうか。
そもそもロケットと ICBM の法規則に関する交渉の場は分散されてき
た。ロケットによる宇宙空間の平和利用に関しては国連・宇宙空間平和利
用委員会（
(22)
UNCOPUOS）、ロケットによる宇宙空間の軍事利用に関しては
非国連機関であるジュネーブ軍縮会議・宇宙空間軍拡防止（CDPAROS）
(19) Treaty on Principles Governing the Activities of States in the Exploration
 
and Use of Outer Space, Including the Moon and Other Celestial Bodies,27
January1967,610United Nations Treaty Series 205.
(20) 山本草二『国際法』（有斐閣、1994年）482頁。
(21) 北朝鮮の無通告での ICBM 実験に対する法的検討については次を参照。中谷
和弘「第11章 国際化地域・空域・宇宙」小寺彰・岩沢雄司・森田章夫編『講義国
際法（第２版）』（有斐閣、2010年）322頁。
(22) UN Doc.A/RES/1472(XIV),“International co-operation in the peaceful
 
uses of outer space,”12December1959.
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特別委
(23)
員会、戦略的兵器である ICBM の削減・制限に関しては米ロ（ソ）
２国間、と３つの異なる舞台で交渉されており、ロケットと ICBM とを
同じ兵器と捉え拡散防止を交渉する場がなかった。また、1957年ロシア
（旧ソ連）による初の人工衛星打上げ成功から1970年代にかけて、ロケッ
トによる対衛星（ASAT）破壊実験は、当時唯一の宇宙活動国であった米
ロ（ソ）のみで実行され、さらに1972年の「対弾道ミサイル（ABM）シス
テムの制限に関する米ソ間の条約」（以下、ABM
(24)
条約）により対 ICBM 迎
撃実験が両国間で禁止されたため、第３世界への拡散問題は存在しなかっ
たのである。当時、米ソの打上げ活動に反対を表明する国家が存在しなか
ったことから、宇宙条約第１条の宇宙空間自由の原則は国際慣習法化し、
宇宙空間へアクセスする権利は条約締約国のみならず、すべての国家が享
受できる権利と解されるようにな
(25)
った。
ロケット打上げ活動に関する検証条項の必要性は、宇宙条約の起草段階
においてすでに米国により主張されたが、旧ソ連により否定されて
(26)
いる。
この検証条項の欠如により宇宙空間の軍事利用の法規制が難しくなった。
軍備管理条項である第４条は、WMDの宇宙空間（地球軌道）への配備
（第１項）および天体の軍事利用（第２項）を禁止しているが、宇宙空間に
おける通常兵器の配備・使用・実験、軍事演習その他の軍事目的の利用
(23) UN Doc.A/RES/39/59,“Prevention of an arms race in outer space,”12
December 1984. 1994年に一度が終了したが、その後 PAROSに関連したシンポジ
ウムなどが開催されている。
(24) Treaty Between the United States of America and the Union of Soviet
 
Socialist Republics on the Limitation of Anti-Ballistic Missile Systems,26May
1972,23United States Treaties 3435.
(25) 龍澤邦彦『宇宙法システム』（興仁舎、1987年）62頁。打上げ活動初期におけ
る法的検討については池田文雄『宇宙法』（勁草書房、1961年）124-153頁。深町朋
子「その他の地域および空間」柳原正治・森川幸一・兼原敦子編『プラクティス国
際法講義』（信山社、2009年）252頁。
(26) CHENG,B.,“Military Use of Outer Space,”The Utilization of the World’
s Air Space and Free Outer Space in the 21st Century,Kluwer Law Interna-
tional,the Hague,1997,p.315.
早法87巻３号（2012）464
は、「侵略的（aggressive）」でない限り禁止していない。地球軌道上の兵
器でも一周せずに一定位置にとどまっている兵器（部分起動爆撃装置・準
軌道兵器（FOBS））については、宇宙空間への配備に当たるかどうかで解
釈が対立し、その適法性の有無が争わ
(27)
れたが、結局米ロ（ソ）間の SALT
-Ⅱ協定によって FOBSの実験・開発・配備が禁止さ
(28)
れただけである。こ
れは、条文にある「平和的（peaceful）」を「非軍事（non-military）」と
「非侵略（non-aggressive）」とに解釈する説があり、米国が後者を主張し
たため、偵察衛星の開発・使用など宇宙空間の軍事利用が部分的に容認さ
れているからで
(29)
ある。少なくとも月その他の天体の利用は、第12条で相互
主義に基づく査察制度が設けられているが、ロケット打上げ活動の透明性
を向上させる検証制度は設けられていない。
このように、ロケット打上げの権利がどの国にも認められていること、
宇宙空間を一時的に通過するだけの ICBM 打上げは宇宙条約に反しない
こと、さらにロケットとミサイルとの技術的区別の曖昧性からも、ICBM
不拡散レジームは宇宙条約との法的整合性を求めなくてはならない。
一方、ICBM 拡散防止の交渉において障害となっているのは米国の進
めるミサイル防衛（MD）計画で
(30)
ある。宇宙空間の軍事化を懸念して1982
年UN COPUOSは国連宇宙会議（
(31)
UNISPACE’82）を開催し、宇宙の軍
(27) FOBS (Fractional Orbital Bombardment System）の実験は旧ソ連が人工衛
星コスモスに隠れて行ってきた ICBM であり、地球を回る軌道を一周しないうち
に投下する FOBSは宇宙条約に反しないと解釈された。池田文雄『宇宙法論』（成
文堂、1971年）136-139頁参照。
(28) 山本『前掲書』（注20）480頁。
(29) ASAT実験に関しては宇宙デブリ（ごみ）の大量発生という宇宙空間の環境
保護の観点より、および、他国の宇宙利用を妨害するという宇宙空間自由の原則の
観点より、国際社会から厳しく非難されるようになった。2007年１月に中国が行っ
たASAT実験は、宇宙条約第９条に反し、ジュネーブ軍縮会議でも加盟国により
激しく非難されている。
(30) SPEIER,R.,“Missile Nonproliferation and Missile Defense:Fitting Them
 
Together,”Arms Control Today,November2007,at http://www.armscontrol.
org/print/2657(as of25November2011).
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事利用を進める米国を非難したが、翌年、米国は戦略防衛イニシアティブ
（SDI）を正式に発表し、迎撃ミサイルによる防衛システムやASAT兵器
の開発計画を打ち出した。これに対応するため1985年に国連総会
(32)
決議によ
り設置された PAROS特別委員会において宇宙空間の非軍事化を目的に
議論が進められたが条約化に至らず、最終的には法的拘束力のない信頼醸
成措置を宇宙活動へ適用するアプロ
(33)
ーチにとどまった。打上げ活動を監視
する信頼醸成措置を自発的に実行する宇宙活
(34)
動国がある一方、米国による
MD計画の加速化を懸念し、2005年初めて「宇宙活動における透明性・信
頼醸成」が国連総会
(35)
決議となり、米国とイスラエルは反対を表明し続けて
いたが、2010年ようやく全会一致で採択されて
(36)
いる。具体的な透明性・信
頼醸成措置（
(37)
TCBMs）について国連事務局が加盟国に提案を求めたとこ
ろ、行動規範を主軸とする措置を支持する EU、米国、日本に対し、条約
(31) “UNISPACE’82:A Control for International Cooperation and Competi-
tion,” March 1983, at http://www.fas.org/ota/reports/8328.pdf (as of 29
November2011.)
(32) UN Res.A/RES/39/59/,supra note23.
(33) UN Doc. A/48/305, “Study on the Application of Confidence-Building
 
Measures in Outer Space,”15October 1993, at http://www.un.org/disarma-
ment/HomePage/ODAPublications/DisarmamentStudySeries/PDF/SS-27.pdf
(as of29November2011).
(34) 例として、フランスが1978年に提案し、1993年 GGE報告書でも取り上げられ
ている International Space Monitoring Agencyが挙げられる。UN Doc.A/AC.
206/14,Preparatory Committee for the Second Special Session of the General
 
Assembly Devoted to Disarmament,6August 1981.
(35) UN Res. A/RES/60/66, “Transparency and confidence-building in outer
 
space activities,”8December2005;A/RES/61/75of6December2006;A/RES/
62/43of5December2007;A/RES/63/68of12January2009.
(36) UN Res.A/RES/65/68,“Transparency and confidence-building measures
 
in outer space activities,”13January2011.
(37) TCBMsの宇宙空間の軍事利用への適用に関する分析として次を参照。
Yuri Takaya-Umehara,“TCBMs over the military use of outer space,”Acta
 
Astronautica,Vol.67(2010),Elsevier,pp.1299-1305.
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化を支持するロシアと中国とに分かれて
(38)
いる。カナダは ICBM 不拡散を
目的とする行動規範（後述HCOC）が TCBMsに相当
(39)
すると主張し、米国
もこれを支持して
(40)
いる。
このようにロケット打上げ活動に関し、条約に基づく検証制度は存在し
ないが、打上げ活動の透明性向上を目的とした信頼醸成措置や行動規範と
いった法的拘束力のない規範により ICBM 拡散防止の試みがなされてい
る。
２ ICBM削減・制限への２国間アプローチ
WMD軍縮・不拡散体制が多国間条約で構築されて
(41)
きたのに対し、
ICBM の削減・制限は唯一の保有国であった米ロ（ソ）２国間の問題とし
て協議されてきた。自国技術手段（National Technical Means:
(42)
NTMs）に
(38) CD Doc. CD/1839, “Letter Dated 12February 2008 from the Permanent
 
Representative of the Russian Federation and the Permanent Representative of
 
China to the Conference on Disarmament Addressed to the Secretary-General
 
of the Conference Transmitting the Russian and Chinese Texts of the Draft.
Treaty on Prevention of the Placement of Weapons in Outer Space and of the
 
Threat or Use of Force against Outer Space Objects (PPWT), Introduced by
 
the Russian Federation and China,”29February2008,pp.2-5.
(39) General Statement by Marius Grinius,Ambassador and Permanent Repre-
sentative to the Conference on Disarmament,the Permanent Mission of Canada
 
to the United Nations at Geneva,12February2008, at http://www.reaching-
criticalwill.org/political/cd/speeches08/1session/Feb12Canada english.pdf (as
 
of10November2008).
(40) CD Doc. CD/1847, “Letter Dated 19 August 2008 from the Permanent
 
Representative of the United States of America Addressed to the Secretary-
General of the Conference Transmitting Comments on the Draft “Treaty on
 
Prevention of the Placement of Weapons in Outer Space and the Threat or Use
 
of Force Against Outer Space Objects (PPWT),”CD Doc. CD/1839 of 29
February2008,”26August 2008.
(41) NOEL-BAKER, P., THE ARMS RACE : A Programme for World Dis-
armament,Atlantic Books,Stevens& Sons Limited,London,1958,p.5.
(42) NTMsの対義語としてMultilateral Technical Means (MTMs) がある。
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基づいた検証条項を採用することにより、国際的な検証・査察機関の設立
および介入を回避してきたともい
(43)
える。検証とは相手国が条約義務を遵守
しているかどうかを判断するため、証拠（データ）を集め、照合し、分析
するプロセスを
(44)
指すのだが、条約交渉において検証条項が重要事項なの
は、それが不正行為を抑止する機能を有するだけでなく、その手段が主権
侵害につながりかねないからである。また、検証における監視措置
（monitoring measures）も重要な構成要素であり、データ報告（申請）、現
地査察、監視（
(45)
surveillance）、情報交換、通告、定期的査察などを通じ、
条約遵守における透明性向上により信頼醸成につながる効果が期待され
る。このため、検証手段には適切性（appropriateness）・妥当性（ade-
quateness）・実効性（effectiveness）が求めら
(46)
れる。これまでの２国間アプ
ローチに基づく ICBM 拡散防止の法的試みとして SALT-Ⅰから
START-Ⅱまでを検証制度の視点より考察する。
(１）SALT-Ⅰ 1966年、ロシアが米国の ICBM に対抗するため
ABM システムを配備すると、それを探知した米国は、翌1967年モスク
ワ・サミットにおいて、防衛兵器および攻撃兵器における軍拡競争を防止
する政治的解決を提
(47)
案し、1969年に第1次戦略兵器制限交渉（SALT-Ⅰ）
TULLIU,S.and SCHMALBERGER,T.,Coming to Terms with Security: A
 
Lexicon for Arms Control, Disarmament and Confidence-Building, UNIDIR,
2003,p.186.
(43) 森田章夫「第18章 武力紛争法と軍備管理・軍縮」小寺彰編集代表『講義国際
法（第２版）』（有斐閣、2010年）525頁。
(44) DEN DEKKER,supra note12,p.103.
(45) AVENHAUS, R. and KYRAKOPOULOS, N., “Conceptual Framework,”
in:AVENHAUS, R., KYRIAKOPOULOS, N., MICHEL, R., and STEIN, G.
(eds.),Verifying Treaty Compliance: Limiting Weapons of Mass Destruction
 
and Monitoring Kyoto Protocol Provisions,Springer,London,2006,pp.27-28.
(46) GOLDBLAT,J.,ARMS CONTROL: A Guide to Negotiations and Agree-
ments,International Peace Research Institute,SAGE Publications,Oslo,1994,
pp.209-210.
(47) ROBERTS, C.M., “The Road to Moscow,” in: WILLRICH M. and
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を開始
(48)
した。1962年のキューバ危機以来、両国間の関係は緊張緩和
（De?tente）のもと良好であり、さらに1968年に成立したNPT第６条によ
り締約国は誠実に核軍縮の交渉を継続するよう義務付けら
(49)
れたため、1972
年 SALT-Ⅰ暫定
(50)
協定の締結が可能となったのである。
SALT-Ⅰ暫定協定では、固定式の地上配備 ICBM 発射基と新型潜水艦
の ICBM 発射基の総数が5年間凍結され、議定書にも数的な制限が設けら
れた。しかし、ICBM 発射基サイズを除き、兵器の改良（残存性・制度・
射程距離）および取り換えに関しては制限がなかったため質的制限には至
らなかった。1973年には「戦略攻撃兵器のいっそうの制限に関する交渉の
基本原則に関する
(51)
合意」に基づき、より恒久的な取り決めを策定すること
を
(52)
約し、1977年９月に米国と旧ソ連は正式な声明を発表している。暫定協
定は1977年10月３日に失効するが、その諸規定および当時行われてきた新
協定の交渉目標と両立しないいかなる行動も差し控える意思を両国は表明
(53)
した。
SALT-Ⅰ暫定協定とともに署名されたABM
(54)
条約は、宇宙空間への宇
RHINELANDER, J. B., SALT : The Moscow Agreements and Beyond, The
 
Free Press,New York,1974,pp.3,20-21.
(48) 1971年には緊急時に衛星通信を使って24時間体制での通信回線を設置するホッ
ト・ライン合意（Hot Line Agreement）が成立している。Agreement on Mea-
sures to improve the USA-USSR Direct Communications Link, International
 
Legal Materials,Vol.10,1971,p.1174.
(49) 黒沢満「戦略兵器の制限と削減」黒沢満編『軍縮問題入門（第２版）』（東信
堂、1999年）25頁。
(50) Interim Agreement between the USA.and the USSR on Certain Measures
 
with respect to the Limitation of Strategic Offensive Arms, 26 May 1972,
International Legal Materials,Vol.11,1972,p.791.
(51) International Legal Materials,Vol.10,1971,p.1173.
(52) ジョセフ・ゴールドブラット（浅田正彦訳）『軍縮条約ハンドブック』（日本評
論社、1999年）40-41頁。
(53) Interim Agreement,supra note50.
(54) Treaty Between the United States of America and the Union of Soviet
 
Socialist Republics on the Limitation of Anti-Ballistic Missile Systems,26May
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宙兵器の配備および実験を禁止したため、2001年12月米国による一方的脱
退の宣言により終了するまでの約30年間、宇宙空間における軍拡競争の防
止に貢献して
(55)
きた。検証条項は SALT-Ⅰ暫定協定では第５条に、ABM
条約では第12条および第13条に設けられており、両国は相互主義に基づ
き、①国際法原則に沿ったNTMsを任意で使用する、②お互いの
NTMsに干渉しない、③NTMsによる
(56)
検証から故意に隠蔽しない、と
約している。義務履行における信頼醸成に資する情報の交換（１項 b）や
NTMsによる検証に関する問題の検討（１項 c）などを図るため、常任協
議委員会（SCC:Standing Consultative Commission）も設置された。同日
発表された共同声明では、宇宙空間で物体を追跡するかNTMsを検証に
使用する目的以外ではフェーズドアレイレーダーを配備しないことを確認
して
(57)
いる。
当時米国が進めていた SDIとの関係を指摘されると、米国は「SDIは
研究プログラムでありそのもとで開発された先進技術はABM 条約の対
象外であるため、合意声
(58)
明 Dに違反しない」と主張
(59)
した。その後、1991年
1972,23United States Treaties 3435.
(55) 米国が1983年に発表したスターウォーズ計画の一環である戦略防衛イニシアテ
ィブ（SDI）では現在のミサイル防衛システムの原型が構想され、条約当事国であ
るロシアの批判を受けたが、ICBM に迎撃する手段がレーザーやビームという非
ミサイルだという理由で条約違反ではないと主張された。
(56) NTMsを用いた検証制度とは、一般に履行確保を目的とした自国の偵察衛星
による監視を意味する。
(57) Agreed Statements,Common Understandings, and Unilateral Statements
 
regarding the Treaty between the United States of America and the Union of
 
Soviet Socialist Republics on the Limitation of Anti-Ballistic Missiles, at
 
http://www.state.gov/www/global/arms/treaties/abm/abm3.html (as of 29
November2011).
(58) Agreed Statements Regarding the Treaty Between the United States of
 
America and the Union of Soviet Socialist Republics on the Limitation of Anti
-Ballistic Missile Systems, May 26, 1972.［D］stipulates that “［i］n order to
 
insure fulfillment of the obligation not to deploy ABM systems and their
 
components except as provided in Article III of the Treaty,the Parties agree that
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旧ソ連崩壊により独立した15か国への核拡散を懸念した米国は、1993年に
了解覚書（MoU）を交わしてABM 条約の多国間化を発表する一方、SDI
後の弾道ミサイル防衛（BMD）計画に関し、ABM システムではないと強
調し義務違反を否定した。1997年、ICBM 計画の透明性向上を図り、両
国は信頼醸成（CBMs）
(60)
協定を締結により、システムデータの交換・実験
の事前通告を義務付けている。条約に基づいた検証条項、信頼醸成措置、
および常任協議委員会により機能する SALT-Ⅰの検証制度は、２国間が
合意した最初の制度としては評価に値するが、核弾頭の数が規制されてい
ない点や無人爆撃機が対象外であった点など課題も残された。
(２）SALT-Ⅱ 1974年米ソ共同
(61)
宣言がウラジオストックで発表され、
1977年に米カーター政権が誕生すると、SALT-Ⅱ・議定書・
(62)
MoU、合意
声明および共通
(63)
認識、バックファイヤー爆撃機に関する旧ソ連の一方的
(64)
宣言、戦略兵器制限交渉の原則と基礎ガイドラインに対する最終共同
(65)
声明
が発表された。これらすべてを総じて SALT-Ⅱ協定と称する。1978年米
国軍備管理軍縮局（ACDA）は ICBM、宇宙打上げ機、巡航ミサイル、遠
in the event ABM systems based on other physical principles and including
 
components capable of substituting for ABM interceptor missiles,ABM laun-
chers, or ABM radars are created in the future, specific limitations on such
 
systems and their components would be subject to discussion in accordance with
 
Article XIII and agreement in accordance with Article XIV of the Treaty.”
(59) ABM 条約第２条「currently consisting of ABM systems」に当たらないと米
国は主張した。
(60) FAS,Fact Sheet,Agreement On Confidence-Building Measures,at http://
www.fas.org/nuke/control/abmt/docs/97092613wpo.html(as of15November
2011).
(61) Strategic Offensive Arms,US-USSR Joint Statement,24November 1974,
69American Journal of International Law,1975,p.401.
(62) Treaty on the Limitation of Strategic Offensive Arms, 18 June 1979,
International Legal Materials,Vol.18,1979,p.1161.
(63) Ibid.,p.1138.
(64) Ibid.,p.1162.
(65) Ibid.,p.1162.
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隔操作パイロット機に関する技術の拡散は地域の安定化に深刻な問題を生
ずるであろうと懸念して
(66)
いたため、協定への期待は大きかった。しかしテ
ヘラン米大使館事件により米国は批准せず、さらに旧ソ連がアフガニスタ
ンに侵攻したことで上院の承認が見込めなくなり、1979年１月米国は一方
的脱退を宣言した。
ICBM 不拡散に関し、SALT-Ⅱ協定が FOBSの実験・開発・配備を禁
止した点は評価できるが、全体的に数的制限が緩く実質的な軍縮につなが
らなかった。検証制度はほぼ SALT-Ⅰと同じであり、第18条により両国
は
(67)
MoUの下で SCCを中心に検証を進め、信頼醸成のための情報を提供す
ることで２国間の軍備管理における透明性向上には貢献している。1979年
には
(68)
MoUのもと、戦略攻撃兵器数データベースを設置し、兵器の定義や
数的制限の計算ルールを設けている。検証に基づき両国とも相手国の条約
違反を探知すると、SALT-Ⅱと並行して米国は1974年地下核実験制限条
約（
(69)
TTBT）および1976年平和目的核爆発制限条約（
(70)
PNET）の批准を約
した。特に後者では共同協議委員会（Joint Consultative Commission:JCC）
(66) MISTRY,D.,Containing Missile Proliferation : Strategic Technology, Secu-
rity Regimes, and International Cooperation in Arms Control (University of
 
Washington Press,2003),p.44.
(67) Memorandum of Understanding Between the Government of the United
 
States of America and the Government of the Union of Soviet Socialist
 
Republics Regarding the Establishment of Standing Consultative Commission,
21December1972.
(68) Memorandum of Understanding Between the United States of America and
 
the Union of Soviet Socialist Republics Regarding the Establishment of a Data
 
Base on the Numbers of Strategic Offensive Arms,18June1979.
(69) Treaty between the United States of America and the Union of Soviet
 
Socialist Republics on the Limitation of Underground Nuclear Weapon Tests,
Moscow,3July1974,International Legal Materials,Vol.13,1974,p.906.
(70) Treaty between the United States of America and the Union of Soviet
 
Socialist Republics on Underground Nuclear Explosions for Peaceful Purposes,
Washington and Moscow,28May1976,International Legal Materials,Vol.15,
1976,p.891.
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を設置することで条約遵守の強化に努めたが、地下核兵器実験に対する現
地査察に関する検証条項がないとの理由で1980年初めに米上院により否決
された。
SALT-Ⅱ条約の検証制度は従来のNTMsだけでなく、多国間技術手
段（MTMs）および現地査察を導入した点に特徴があり、特に1988年５月
に設けられた共同検証実験（Joint Verification Experiments）は新検証議
(71)
定書にも盛り込まれている。これら条約の議定書は1990年12月に両国によ
り署名され、Hydrodynamic測定方法の履行、Teleseismic方法、現地査
察により両国の核実験を観察でき
(72)
た点は、SALT-Ⅰより厳格な検証制度
と言えよう。
(３）START-Ⅰ 戦略兵器削減条約（
(73)
START-Ⅰ）の交渉は、1983年
に米国が打ち出した SDI計画のため中断された。1985年に核・宇宙交渉
（
(74)
NST）、さらに1986年には戦略攻撃兵器の半減とともに戦略運搬手段の
上限1600と ICBM 削減に合意すると、1987年にようやく重 ICBM の制
限、ICBM と潜水艦発射弾道ミサイル（SLBMs）の弾頭を4900にする合
意に至った。しかし再び SDIを巡る対立のため２国間交渉は中断する。
結局 START-Ⅰは1991年７月に署名されるが、12月には旧ソ連が崩壊し
たため、ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシに配備されていた戦略兵
器の拡散問題が浮上した。これに対応するため、1992年に米ロが加わった
５か国間で START-Ⅰ議定書（リスボン議定書）が署名され、上記３国は
(71) US Arms Control and Disarmament Agency,Annual Report to Congress
 
for1990,U.S. Government Printing Office,p.17.
(72) THOMSON, D. B.,A Guide to the Nuclear Arms Control Treaties, Los
 
Alamos Historical Society Publications,New Mexico,2001,p.41.
(73) Treaty between the United States of America and the Union of Soviet
 
Socialist Republics on the Reduction and Limitation of Strategic Offensive
 
Arms,729United Nations Treaty Series 161,31July1991.
(74) Nuclear and Space Talksでは核兵器の交渉を主張する米国と SDIに対する
規制を主張する旧ソ連の見解を取り入れた。黒沢「前掲論文」（注49）36頁。
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非核兵器国としてNPTへ加入することに合意し、７年以内の核兵器撤去
およびロシアへの移管を約した。ICBM 拡散が防がれたのである。
START-Ⅰは実質的な削減に貢献する検証制度を設けており、基本的
要素は後述する1987年中距離核戦力
(75)
条約（以下、INF条約）と同じである
が兵器の数的
(76)
削減・配備調整・ミサイル弾頭数や移動式 ICBM などの監
視により重点を置いている。猶予を与えない（short-notice）現地査察で
は、16時間前の査察通告により遵守に関するデータを検証する一方、通告
なしの現地査察も導入することで ICBM 製造過程から設計、修理、使用、
信頼性実験そして廃棄までを検証対象と
(77)
した。その他新たな施設の査察、
技術的性質の識別能力の公開、古いミサイルの改造に関する査察、重爆撃
機基準の公開、疑わしい射場の査察が加え
(78)
られ、さらに1987年両国の首都
に核危機削減センター（NRRCs）が設置された。このように検証以外の
様々な協力
(79)
措置から構成される START-Ⅰの検証制度は、これまでの２
国間条約の中でもっとも実効性が高いと評される。
(75) Treaty between the United States and the Union of Soviet Socialist
 
Republics on the Elimination of Their Intermediate-Range and Shorter-Range
 
Missiles,27International Legal Materials 183,1988.
(76) START-Ⅰは、米ロそれぞれが配備する戦略核運搬手段に装着あるいは搭載
される核弾頭（戦略核弾頭）の総数をそれぞれ6000個とし、このうち ICBM およ
び SLBM に装着される戦略核弾頭の合計の総数は4900個を超えてはならないと規
定している。
(77) Verification Technologies.Measures for Monitoring Compliance with the
 
START Treaty,Summary-Congress of the United States,Office of Technology
 
Assessment,December1990.Also see,KISLYAK,S.,“START Verification:A
 
Step Towards Transparent Restraint,”in:SUR, S.,Verification of Disarma-
ment or Limitation of Armaments: Instruments, Negotiations, Proposals,
United Nations,New York,1992,p.50.
(78) LOCKWOOD,D.,“Verifying START :From Satellites to Suspect Sites,”
Arms Control Today,Vol.20,No.8,October1990,pp.13-19.
(79) 検証措置とは言えないが、履行確保を促進するものとして「協力脅威低減
（CTR）計画」や解体核兵器からの核分裂性物質の一部を IAEA保障措置に下に置
くなどの協力措置が取られた。
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(４）START-Ⅱ 旧ソ連崩壊後、START-Ⅰの修正が必要と認識され
ると、その発効前から START-Ⅱの基本的枠組みが交渉され、1993年に
署名に至った。弾頭数の制限および複数弾頭（MIRV）ミサイルの廃棄を
約した米国は1996年に批准し、ABM 条約の改正にも意欲を見せると、ロ
シアも2000年に批准を決定した。その後上院の反対により米国は批准しな
かったが、ロシアは遵守の継続を表明した。2001年９月の同時多発テロを
機に、米国がABM 条約から脱退する一方的宣言を行うと、ロシアはも
はや START-Ⅱに拘束されない旨を発表したが、両国は2002年戦略的攻
撃兵器削減条約（SORT／モスクワ
(80)
条約）に署名し、2012年までの核弾頭
の配備削減を約している。
START-Ⅱの検証制度は、NRRCsの使用、国際法に従った方法での
NTMs使用など基本的な要素はこれまでと変わらないが、対象兵器のデ
ータベース設置や ICBMsもしくは SLBMsの飛行テストに関して同乗す
る技術措置や電子情報の公開などを新たに導入した点が特徴とされる。ま
た、現地
(81)
査察を優先する透明性措置や信頼醸成措置が1990年 CFE条約の
検証制度と並行して遂行された。SALT-Ⅰ・Ⅱと比較すると START-Ⅰ
の検証は査察を主軸とした信頼醸成措置を重点的に導入していたのだが、
結局、START-Ⅱは効力発生に至っていない。米国は1996年１月26日に
批准したものの、ロシア議会が批准を承認しなかったのだ。主な理由に
は、ICBM 廃棄に関する技術的能力の欠如とNATOの東方拡大問題、並
びに米国戦域ミサイル防衛（TMD）計画の問題があ
(82)
った。米国のMD計
(80) Treaty between the United States of America and the Russian Federation
 
on Strategic Offensive Reductions,24May 2002,974United Nationd Treaty
 
Series 177.
(81) 基礎データ検証のための査察、データ更新査察、新たな施設の査察、再突入体
査察など13の査察について合意された。
(82) 戸崎洋史「STARTⅡ条約後の戦略核兵器の削減」（軍縮・不拡散促進センタ
ー、1997年）10頁。See, http://www.cpdnp.jp/pdf/003-01-006.pdf (as of 22
October2011).
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画はその後もロシアとの２国間交渉の障害となり続けている。
以上のように、２国間条約に基づく ICBM 削減・制限検証制度はより
包括的なアプローチをとり、法的拘束力のない信頼醸成措置を導入するこ
とで補完されてきた。
Ⅲ 現存する ICBM 不拡散レジームの構成要素と履行確保
ICBM 不拡散条約の不存在の中、現存する ICBM 不拡散レジームの実
行性を評価するため、その構成要素を、法的拘束力に基づく構成要素
（１）および政治的拘束力に基づく構成要素（２）に分けて、それぞれの
履行確保制度を考察する。
１ 法的拘束力に基づく構成要素
法的拘束力に基づく構成要素として、INF条約および新 STARTを考
察する。
(１）INF条約 1987年 INF条約は履行確保の点で高く評価される。
中距離核戦力とは戦略兵器と戦術兵器の中間にあり、Theater Nuclear
 
Forcesともいわれる中距離核戦力を指し、米ロ間で直接攻撃し得る戦略
兵器ではなく、ロシアと西欧との間の戦域における核戦力を意味
(83)
する。
1979年12月、NATOにより中距離核戦力の近代化と旧ソ連との軍縮交渉
が進められたが進展はなく、1987年に検証制度を含めた審議が進展し同条
約の締結に至った。条約の目的は1000から5500㎞級の ICBM および地上
発射巡回ミサイル（GLCM）廃棄であり、同条約による包括的な検証制度
の導入はその後の SALT-Ⅱ条約、START-Ⅰ・Ⅱへ影響を及ぼしてい
る。
これまでの削減・数的制限と異なり、対象となるミサイル・システム全
(83) 黒沢「前掲論文」（注49）32頁。
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廃を目的とした点が同条約の特徴であり、締結後３年間で完全に履行され
た。しかし、全廃の範囲が地上配備のミサイルに限定された点、核弾頭は
条約の対象とならなかった点、国家安全保障上の理由もありMoUに申告
された施設しかアクセスできなかった点などは留意すべきであ
(84)
ろう。2009
年12月に同条約が失効し、検証制度は滞った。
(２）新 START 新侵略兵器削減条約（以下、新
(85)
START）は2010年12
月、上院の承認をもって米国が批准し、続いてロシアが同年2011年１月に
批准、２月５日に発効した。10年間の有効期間のうち、同条約は７年以内
に戦略核弾頭数上限を1550発、ミサイルや爆撃機などの運搬手段は上限を
800としている。条約議定書に基づき運搬機および弾頭の数も制限される
が、START-Ⅰ条約と比べて緩く、戦力の削減における決定過程も柔軟
性を有して
(86)
いる。
新 STARTは諸 STARTに類似した監視・検証制度を有するが、より
低コストでより体系的である。前 STARTと同じく、詳細な対象兵器の
定義、NTMsの使用、データベース、通告、査察に関する条項を含むが、
米国のMD計画に制限を課す要素は含まれてい
(87)
ない。ICBM および
SLBM のMD迎撃ミサイルへの改造が禁止されたが、米国のMD迎撃ミ
サイルを配備する際そのような改造は必要としてい
(88)
ない。検証制度に関し
ては移動式 ICBM の生産工場における常駐査察が廃止され、さらに移動
(84) ?同上論文」35頁。
(85) Treaty between the United States of America and the Russian Federation
 
on Measures for the Further Reduction and Limitation of Strategic Offensive
 
Arms,3January1993,U.S-Russ.S.Treaty Doc.No.111-5(2010).
(86) START-Ⅱと新 STARTとの検証における比較分析については次を参照。
WOOLF,A.F.,“Monitoring and Verification in Arms Control.”Congressional
 
Research Service,7February2001,at http://www.fas.org/sgp/crs/nuke/R41201.
pdf(as of28November2011).
(87) WOOLF, A. F., ‘The New START Treaty: Central Limits and Key
 
Provisions,”Congressional Research Service7-5700,24October2011,p.28.
(88) Ibid.
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式 ICBM を他の ICBM と区別しない方式が採用された。
国際法上合法性を有する任意のNTMs、不干渉原則、NTMsによる隠
蔽手段の使用禁止など、これまでの２国間条約と同様の原則で構成される
が、検証の詳細については査察議定書に規定されている。議定書は対象を
タイプ１査察とタイプ２査察とに分け、前者では未配備の打上げ機も格納
する ICBM 基地に関する申請済みの兵器データについて規定している。
以前と異なり、弾頭数の数え方が変更され、配備された ICBM と SLBM
の弾頭数も確認が可能とな
(89)
った。また、新 STARTでは基地にある
ICBM すべてに配備された弾頭数の総計をリストに挙げる。タイプ１査
察が開始される前に査察チームは各々の ICBM の弾頭数について説明を
受け、実際の査察において当事国は査察可能な ICBM と SLBM を指定す
る権利を有する。指定した ICBM の査察では、当事国は査察前に指定さ
れた ICBM 数を確認するため、ICBM に配備された再突入機の数も数え
ることがで
(90)
きる。査察を受け入れた当事国は、弾頭数に関する情報保護の
ため再突入機数を非公開にできるが、査察者が確認できる範囲にとどめな
くてはならない。このような査察は非定期的であり即時（short time）通
告で行われるため、議定書は申請済みの数を超えた弾頭搭載の ICBMsを
探知する機会を設けている。結果として、超過した弾頭数の隠蔽が抑止さ
れ、透明性の向上につな
(91)
がると考えられる。
タイプ２査察は、未配備もしくは改造された打上げ機および ICBM の
所蔵施設で行われる。当事国はこれら兵器について申請済みの技術的性質
やデータの確認について査察し、施設が条約違反の目的で使用されていな
いことを確認する。固体燃料の ICBM および SLBM もしくは移動式
(89) START諸条約の下では、条約データベースはミサイル属性の弾頭数をリス
トに挙げ、同じ型のミサイルであっても弾頭数と同じに数えていた。このため、当
事国は特定のミサイルの弾頭数がミサイル属性の弾頭数を超えないよう査察してい
た。
(90) WOOLF,supra note87.
(91) Ibid.
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ICBM 打上げ機の廃棄もタイプ２査察の対象で
(92)
ある。
批准にあたり米国上院が懸念したのは、上記の検証制度がロシアの遵守
を確認するほど厳しくない点である。2009年12月に INF条約が失効して
以来、米国はロシアの領域内で戦力を監視する機会を得られなかったた
め、透明性・信頼性確保を目的に条約化を急ぎすぎたとする批判も
(93)
ある。
一方、米国のMD計画に対し制限が課されていないため、MD計画が政
治的理由となりロシアの不遵守につながる可能性も否定できない。
法的拘束力に基づいた ICBM 不拡散レジームの構成要素は、それが検
証制度を伴っていても、継続的な遵守を確保することは困難である。この
ことを踏まえ、次に政治的合意に基づく構成要素を検討する。
２ 政治的合意に基づく構成要素
法ではなく政治的合意に基づいた主な構成要素として、ミサイル技術管
理レジーム（以下、MTCR）と、MTCRパートナー国で形成された「弾
道ミサイルの拡散に立ち向かうためのハーグ行動規範」（以下、HCOC）と
を考察する。
MTCR設立以前、1960年代に米国はすでに ICBM 拡散が地域の安全保
障にどれだけ影響を及ぼすか懸念し、通常兵器の軍備管理枠組み内で
ICBM 問題を扱っている。1976年７月29日には軍縮会議において通常兵
器軍備管理イニシアティブを提唱し、自国のミサイルと航空機の移転の制
限に言及しており、1977-78年にカーター政権下の通常兵器移転（CAT）
(94)
協議においては核不拡散と通常兵器移転を扱う際、ICBM を軍備管理の
重要項目としていた。1978年米国ACDAも ICBM 不拡散を核不拡散との
関連で防止する必要性を説いて
(95)
いる。しかし、同年から1980年までの間、
(92) Ibid.
(93) Ibid.
(94) CAT協議は1978年12月に終了。
(95) MISTRY,supra note66,pp.43-44.
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第３国により４回実行された ICBM およびロケット打上げ
(96)
実験を契機に、
米国は宇宙とミサイル技術移転に関する国家安全保障決定指令（NSDD）
50およびNSDD70を打ち出
(97)
した。
1982年８月６日発令のNSDD50「宇宙支援協力
(98)
政策」において米国は
宇宙プロジェクトにおける多国間協力の向上を目指す外交政策を掲げる一
方、自国の宇宙技術輸出が他国の兵器運搬手段開発に寄与しないよう平和
利用に限る管理体制の設立に着手
(99)
した。1982年11月30日のNSDD70「核
ミサイル技術移転政策」はNSDD50よりも厳しいもので、より明示的に
核不拡散体制の枠組み内に ICBM 不拡散を位置づけており、同盟国を除
く、関連技術の輸出制限において技術供給国へ協力を求めている。両指令
は国家安全保障を目的に施行されたもので、MTCR創設に影響を与えて
いる。
この点を踏まえ、あくまでも政治的合意に基づきながら、実際に機能し
ている ICBM 不拡散レジームの構成要素としてMTCRおよびHCOCの
履行確保制度を検討する。
(１）MTCR  WMD不拡散体制を強化する
(10)
文脈で1980年代前半に米
国が発揮したイニシアティブをもとに、83年開催の G７先進国を中心と
(101)
して協議が行われ、1987年４月にMTCRが設立された。ICBM の開発に
(96) 韓国によるミサイル実験（1978年）、イラクによるイタリアからのロケット購
入計画（1979年）、インドの衛星打上げ飛行実験（1979年、1980年）、ドイツ民間企
業によるリビアからのロケット打上げ失敗（1980年）。
(97) MISTRY,supra note66,p.45.
(98) のちのNSDD187。
(99) MISTRY,supra note66,p.46.
(10) ゴールドブラット『前掲書』（注52）83-84頁。
(101) 設立当時のMTCRパートナー国は米国、英国、カナダ、フランス、ドイツ、
イタリアの６か国であった。設立後、日本（1987年）、ロシア（1995年）、韓国
（2001年）が参加を表明。2011年現在参加国は34か国となる（アルゼンチン、オー
ストラリア、オーストリア、ベルギー、ブラジル、ブルガリア、チェコ、デンマー
ク、フィンランド、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、ルクセ
ンブルグ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、
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は高度な技術移転が必要なため、先進国による輸出規制によって第３世界
への拡散防止を図ったのである。
MTCRはガイドラインと付属書である規制対象品目リストにより構成
され、MTCRパートナー国の国
(102)
内法に基づいて ICBM 移転を管理するこ
とでWMD不拡散を確保している。一方、ロケット打上げ活動を含む国
内の宇宙計画や宇宙分野における国際協力を妨げないと明記して
(103)
いる。ガ
イドラインは規制指針を示し、規制対象品目リストは規制品目をカテゴリ
ーⅠとカテゴリーⅡとに分
(104)
類し、各品目の機微度に応じた規制を設けて
(105)
いる。MTCRは当初、ICBM の射程が300㎞以上、弾頭搭載能力が500㎏
以上の ICBM および関連技術の輸出を規制していたが、1991年湾岸戦争
後、生物・化学兵器を含む大量破壊兵器の運搬が可能な ICBM および関
連汎用品・技術も規制対象とするため、ガイドラインと品目リストを改訂
している。改定により新兵器の台頭に対応できる柔軟性は、MTCRの実
効性の保持・強化のため不可欠であり、また、参加国による年１回の総会
とその他専門家
(106)
会合の開催もMTCRの政治的拘束力強化およびパートナ
南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、トルコ、ウクライナ）。
(102) 日本では外国為替及び外国貿易法、輸出貿易管理令、外国為替管理令等で輸出
管理を実施している。
(103) MRCRガイドライン１。
(104) ①カテゴリー品目（目的に関わらず原則輸出禁止）：射程300㎞以上・搭載能力
500㎏以上の完成したロケット・システムや完成した無人航空機システム、誘導装
置や再突入機等のサブシステム。②カテゴリー品目（ケース・バイ・ケースで慎重
審査。大量破壊兵器の運搬用と判断される場合は、原則輸出禁止）：射程300㎞以上
搭載能力500㎏未満の完成したロケット・システムや完成した無人航空機システム、
推進薬、構造材料、ジェットエンジン、加速度計、ジャイロスコープ、（一定容量
の）噴霧器付無人航空機（射程に関わらず規制）等。外務省「日本の軍縮・不拡散
が移行（第五版）」（平成23年）。See, http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/gun
 
hakusho/2011/pdfs/hon15.pdf(as of19October2011).
（105) カテゴリーⅠおよびⅡに記載されていないミサイルであっても、大量破壊兵器
の運搬に使用する意図があると判断される場合には、日本政府の場合カテゴリーⅡ
品目と同様の規制を行っている。
（106) MTCR年次総会とともに、情報交換（IE）、ライセンス執行専門家会合
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ー国間の信頼醸成を促進すると考えられる。実際、1988年に中国がサウジ
アラビアへ3000㎞級の DR-３（CSS-２）ミサイルを売却した以外、ミサ
イル移転は防止されてきた。また、2009年の総会ではイランおよび北朝鮮
のミサイル活動が懸念され、禁止品目にタングステン銅、タングステン
銀、固体状のタングステン合金とモリブデンが追加され、射程距離300㎞
以上のロケットやミサイル部品の輸出規制の厳格化に成功して
(107)
いる。しか
し、米国の
(108)
報告によると、MTCR非パートナー国でありながら遵守を表
明している中国が、パキスタン・イラン・北朝鮮へ ICBM 技術を売却し
ており、中国のMTCRに対する姿勢が疑われているのも事実である。
同じくMTCR非パートナー国である北朝鮮との米朝交渉では、より早
急な対応が必要とされている。1996年４月より数次にわたり米国は
ICBM 開発・輸出規制に関する協議を行い、①ミサイルの飛翔実験、輸
出、製造、配備の抑制を求め、②長距離ミサイルの実験やミサイル本体・
技術の輸出は米朝関係に悪影響を及ぼす旨を警告し、③MTCRに加入す
るよう求
(109)
めた。特に、日米韓の北朝鮮政策再検討の必要性を指摘した1999
年のペリー報
(10)
告書は、北朝鮮の核問題とミサイル問題は別々に扱うのでは
なく一体的に取り扱う「包括的かつ統合されたアプローチ」を導入すべき
と提言している。また、核兵器保有疑惑の払拭とともに、北朝鮮が
MTCRの制限を超えるミサイル実験、製造、配備および該当するミサイ
ルと関連部品・技術の輸出中止を求
(11)
めた。同年９月、米国が北朝鮮に対す
（LEEM）、技術専門家会合（TEM）が開催される。さらに、毎年フランスにおい
て定期的に連絡国強化会合（RPOC）と称される政治的会合が開催される。
（107) GRIMMETT,R.F.,“Conventional Arms Transfers to Developing Nations,
2002-2009,”Congressional Research Service,2010,p.15,at http://www.fas.org/
sgp/crs/weapons/R41403.pdf(as of28November2011).
（108) Ibid.
（109) 道下「前掲論文」（注６）204頁。
（10) “Review of United States Policy Towards North Korea: Findings and
 
Recommendations,” October 12, 1999, at http://www.gwu.edu/?nsarchiv/
NSAEBB/NSAEBB87/(as of22November2012).
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る制裁の一部を一方的に解除すると、北朝鮮は米朝会談が行われている期
間は ICBM を発射しないとするモラトリアムを発表している。
条約がなければ検証制度は設けられないが、監視制度に関し、ロシアは
1999年に ICBM 不拡散を目的としたグローバル監視システム（GMS）を
提案している。ICBM およびロケットの打上げ予定や実績に関する情報
提供、ICBM 計画を制限・放棄する国家に対する宇宙活動支援の提供お
よび安全保障上の配慮などを内容としている。しかし、宇宙活動支援にロ
ケットが含まれるのであれば、MTCR自体が揺らぐと米国は懸念を示し、
また、多国間交渉を望むのであればMTCRの枠組み内で、２国間交渉を
望むのであればポストABM 条約交渉において話し合うべきだとの
(12)
指摘
にとどまった。一方、米国は2003年に「拡散に対する安全保障構想（Pro-
liferation Security Initiative:PSI）」を提唱し、領海および領空からの拡散
阻止に向けて監視制度を設けている。両国とも政治的合意に基づいた制度
を通じ、ICBM 拡散の透明性確保に努めている。
また、MTCRの政治的拘束力は、国連安保理決議によってその実効性
が補完されているといえ
(13)
よう。2006年MTCR年次総会では安保理決議
1695号（対北朝鮮）と1696号とがMTCRに直接関連することを確認し、
参加国による決議履行の決定が表明さ
(14)
れた。2008年の年次総会において
も、北朝鮮およびイランの ICBM 打上げ実験に関連する国連安保理決議
1718号、1737号、1747号、1803号、1835号に関連して慎重な履行がパート
（11) 道下「前掲論文」（注６）205頁。
（12) CORDESMAN, A. H., Strategic Threats and National Missile Defenses:
Defending the U.S. Homeland,CSIS,2002,pp.75-78.
（13) 国連憲章第25条に基づき安保理が「決定(decide・decision)」した法的拘束力
ある事項には、北朝鮮が ICBM 計画を停止し、ミサイル発射モラトリアムを再確
認することや、ICBM の放棄、さらに核・ミサイル実験に関係する品目に関する
輸出規制などがある。
（14) Center for Nonproliferation Studies, “Inventory of International Non-
proliferation Organizations and Regimes,”2011, at http://cns.miis.edu/inven-
tory/pdfs/mtcr.pdf(as of26November2011).
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ナー国に呼びかけられ、さらに決議1540号（2004年）の支持、そして1540
委員会への協力が求められた。2011年の年次総会では決議1874号および
1929号を国内法規制および国際法に従って履行する決定がなされ、
MTCRの強化が試みられているが、実際にはMTCRガイドラインには
検証条項も違反に対する制裁措置もないため、パートナー国の国内法に頼
るしかない。このため、各国により履行方法が異なり、確実性に欠いてい
る。しかし、MTCR設立から10年後の1997年には、かつて ICBM 拡散国
と懸念されていたアルゼンチン、ブラジル、エジプト、南アフリカ、韓
国、台湾、イラン、シリア、リビアがパートナー国となっており、それぞ
れの国内法を通じて ICBM 不拡散が図られている現在のMTCRは、条
約が不存在の状況下でよく機能していると評価でき
(15)
よう。あとはMTCR
非パートナー国による拡散をいかに防止するかに焦点を当てるだけであ
る。
(２）HCOC  MTCRを補完する国際的枠組みの必要性が認識される
と、2001年９月MTCR総会において議論がまとまり、2002年「すべての
国に開かれた普遍化のプロセス」の一環として、HCOCが96か国の参加
を得て採択された。HCOCは ICBM もしくはWMDの不拡散およびそれ
らの開発・実験・配備を制限するもので
(16)
あり、ICBM およびロケット打
上げに関する年次報告および事前通告といった透明性措置も導入して
(17)
いる。法的拘束力なく検証制度もないが、政治的合意に基づいて情報交換
（15) JOYNER,D.H., International Law and the Proliferation of Weapons of
 
Mass Destruction,Oxford University Press,2009,pp.40-43.
（16) HCOCは ICBM 不拡散を目的とし（２．a）、ロケット打上げ計画が ICBM 打
上げ計画の隠蔽となってはならず（３．c）、WMD不拡散条約に反してWMDの
開発・保有を疑われる国家の ICBMs活動を貢献・支持・支援しない（３．e）、信
頼醸成措置として打上げの事前通報が要請されるが、それらの措置は ICBM 活動
を正当化することにならない（４）、と規定している。
（17) Hague Code of Conduct Against Ballistic Missile Proliferation (HCOC),
James Martin Center for Nonproliferation Studies,at http://cns.miis.edu/inven-
tory/pdfs/icoc.pdf(as of2December2011).
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を要請しているHCOCはMTCRパートナー国により作成され、非パー
トナー国にも開かれている。国連は加盟国へHCOCの参加を奨励し、
2004年の総会決議59／
(18)
91号（反対国：エジプト、イラン）、63／
(19)
64号（反対
国：イラン）および2010年の決議65／
(120)
73号（反対国：イラン）を採択した。
一貫した反対国はイラン１か国のみである。後者では前文において北朝鮮
のミサイル実験を非難する安保決議1540号、1887号にも言及している。
2011年には中国、インド、イスラエル、パキスタン、イラクを含む134か
国が参加しており、ICBM 不拡散レジームの主要な構成要素となってい
る。
2002年米国がHCOCに署名した際、全世界における ICBM 打上げへの
早期警告データを米ロ２国間で共有できる共同データ交換センター
（JDEC）および事前・事後打上げ通達システムを設置したが、2007年、理
由を特定せずにロシアは ICBM 打上げの事前通告を一方的に停止した。
これは米国の進めるMDシステムがポーランドやチェコに配備されるこ
とへの反対表明と考えられている。さらにロシアは、米国や西欧諸国が自
国の意思を無視していることに対抗し、欧州通常戦力（CFE）
(121)
条約で義務
付けられている査察、データ交換および通告についても無期限に停止
(12)
した。一方、フランス、日本、ノルウェー・英国は通告の継続を表明して
おり、2008年MTCR総会に平和目的の宇宙ロケットや観測ロケットの打
（18) UN Res. A/RES/59/91, “The Hague Code of Conduct against Ballistic
 
Missile Proliferation,”17December2004.
(19) UN Res. A/RES/63/64, “The Hague Code of Conduct against Ballistic
 
Missile Proliferation,”12January2009.
(120) UN Res. A/RES/65/73, “The Hague Code of Conduct against Ballistic
 
Missile Proliferation,”13January2011.
(121) Treaty on Conventional Forces in Europe, Paris, 19November 1990, 30
International Legal Materials 1.
(12) BOESE,W.,“Russia Halts Missile Launch Notices,”Arms Control Today,
March 2008,at http://www.armscontrol.org/act/200803/RussiaHalts(as of2
December2011).
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上げの事前通報の重要性を訴え、HCOCの遵守として自国の打上げ射場
にHCOC関係国を招待し、透明性措置を実行して
(123)
いる。
以上、政治的合意に基づくMTCRおよびHCOCは、継続して採択さ
れる国連安保理決議を以て拘束力を補完され、ICBM 不拡散レジームの
実効性強化が図られている。しかし、あくまで国内法に基づく履行制度お
よびNPT非締約国からの ICBMs拡散防止の不完全性という点で、今後
の条約化、さらに条約に基づく検証制度の確立が必要であろう。
Ⅳ 終わりに
これまでの ICBM 拡散防止への法的努力、および、現存する ICBM 不
拡散レジームの構成要素を検討し、次のことが明らかになった。①
ICBM 不拡散レジームは宇宙条約と法的整合性を図らなくてはならない
（HCOCだけでは不十分）、② ICBM 削減・制限における米ロ２国間アプロ
ーチは、米国のMD計画が交渉決裂の原因となり続けており、検証制度
の実効性にも影響を与えている、③条約ベースの検証制度を法的拘束力の
ない信頼醸成措置により補完すると、条約の実効性が高まる、④政治的合
意に基づくレジームであっても、国連安保理決議により法的拘束力を付
与・補完することができる、⑤WMD不拡散諸条約の締約国であれば、
ロケット打上げを実行しても国連安保理決議で非難されない。しかし、い
まだMTCR非パートナー国からの ICBM 拡散をどう防止すればいいの
か明確な答えはない。HCOCを補完する国連安保理決議の履行は国内法
（輸出管理法）の履行であり、履行確保に不確実性が残る点が懸念されるた
め、米ロが主導する PSIや GMSなど、ICBM 不拡散レジームには履行
確保制度の他に監視制度が必要であり、特に核兵器保有疑惑国に対する
ICBM 不拡散の監視は同レジームの実効性にとって不可欠である。
(123) 外務省「HCOC第10回総会（概要）」（平成23年６月２日～３日）。See,http://
www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/mtcr/hcoc 10gai.html(as of22October2011).
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